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島根県内の雇用情勢の改善が続く中で、島根労働局は働き方改革の推進、女性の活躍の推進、労

働条件の確保、雇用の安定を図るための総合的施策を推進します。また、雇用・労働対策を適切に

行うため、島根労働局、各労働基準監督署、各公共職業安定所が一体となり、島根県をはじめ関係

機関と密接に連携し、総合的労働行政機関として地域に密着した行政運営を行うとともに、地域社

会経済の維持・発展のために、県内の働き方改革の実現に向けた取組を推進します。

１　長時間労働の是正や安全で健康に働くことができる職場づくり

⑴　長時間労働の是正及び労働条件確保・改善対策

　ア　生産性を高めながら労働時間の縮減等に取り組む事業者等の支援

中小企業・小規模事業者の抱える様々な課題に対応するため、「島根働き方改革推進支援

センター」によるワンストップ相談窓口において事業者の相談に応じるとともに、関係機関

と連携を図りつつ、専門家を派遣するアウトリーチ型支援や出張相談、セミナーの開催等を

行います。

県内４か所の労働基準監督署に編成した「労働時間相談・支援班」において、説明会や中

小企業の事業場への個別訪問による支援、改正労働基準法等の周知を中心としたきめ細やか

な相談・支援等を行います。

中小企業・小規模事業者が、生産性を高めながら労働時間の短縮等に取り組む場合におい

て、中小企業や事業主団体に対する助成を行うとともに、働き方・休み方改善ポータルサイ

トを通じた診断指標に基づく取組提案及び企業の好事例の紹介、働き方・休み方改善コンサ

ルタントによる専門的な助言・指導等を行います。

労働時間の縮減等の働き方改革に取り組むために人材を確保することが必要な中小企業・

小規模事業者が新たに労働者を雇い入れ、一定の雇用管理改善を達成した場合に助成を行い

ます。

　イ　長時間労働の是正及び過重労働による健康障害防止の徹底

過重労働のおそれのある事業場に対して、労働時間管理や健康管理に関する監督指導等を

行います。また、時間外・休日労働時間数が月80時間を超えていると考えられる事業場や、

長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が行われた事業場に対して、監督

指導を行います。

労働基準法第36条に定める限度時間を超える延長時間を定めている等、不適正な時間外・

休日労働協定が届け出られた場合には必要な指導を行います。

11月の「過労死等防止啓発月間」には、過労死等防止対策シンポジウムの開催に向けて、

関係団体等と連携して取り組むとともに、「過重労働解消キャンペーン」期間として、長時

間労働の削減等過重労働解消に向けた集中的な周知・啓発等の取組を行います。

　ウ　長時間労働につながる取引環境の見直し

長時間労働につながる短納期発注、発注内容の頻繁な変更等の「しわ寄せ」については、

令和元年６月に策定した「大企業・親事業者の働き方改革に伴う下請等中小事業者への『し

わ寄せ』防止のための総合対策」に基づき、長時間労働につながる取引が生じないよう集中

的な周知・啓発の取組を行います。

　エ　時間外労働の上限規制適用猶予業種等への法令周知等

時間外労働の上限規制の適用が令和６年３月まで猶予される自動車運転業務、建設業等に

ついて、長時間労働の削減に関する自主的な取組の促進を図るため、労働時間に関する法制

度等の周知、理解の促進等に向けた説明会を開催します。

第１　働き方改革による労働環境の整備、生産性向上の推進
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オ　労働条件の確保・改善対策

 （ア）法定労働条件の確保等

法定労働条件の基本的事項や管理体制の確立及びその定着を図らせるほか、技能実習生や

自動車運転者等の特定の労働分野における労働条件の確保対策を推進するため、関係機関と

連携し、労働基準関係法令の遵守の徹底を図ります。

また、平日夜間・土日祝日に無料で相談を受け付ける「労働条件相談ほっとライン」、労

働基準関係法令や相談先等について情報提供を行うポータルサイト「確かめよう労働条件」、

大学生や高校生等を対象とした労働条件セミナーについて周知を図ります。
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（イ）最低賃金制度の適切な運営（最低賃金額の周知等）

　　　最低賃金制度の適切な運営に

向け、県内の経済動向及び地域

の実情などを踏まえつつ、島根

地方最低賃金審議会の円滑な運

営に努めます。

　　　また、改正決定された「島根

県最低賃金」及び「特定最低賃

金」については、県内の使用者

団体、労働者団体、地方公共団

体及び報道機関等の協力を得な

がら広く周知広報を行うととも

に、最低賃金の履行確保上問題

があると考えられる地域、業種等を重点とした監督指導を行い、遵守の徹底を図ります。

⑵　労働者が安全で健康に働くことができる環境の整備

ア　労働者が安全に働くことができる環境整備

第13次労働災害防止計画（以下「13次計画」という。）では、2018年から2022年までの５

年間、年間の死亡者数を年平均６人以下、休業４日以上の死傷災害（以下「死傷災害」という。）

を2017年と比較して、2022年までに５％減少させることを目標としています。

13次計画２年目の2019年の労働災害による死亡者数は５人（前年比１人増）、休業４日以

上の死傷者数は2020年１月の速報値で648人（前年同期比5.4％減）となっています。

（ア）死亡災害を撲滅するために、２年続けて死亡災害が発生した建設業については、墜落防止

措置や重機との接触防止の徹底を指導します。

　　　また、2019年に死亡災害が発生した林業については、労働災害防止団体、森林管理署、

島根県等と連携し、伐木作業現場におけるチェーンソーの安全操作や保護具、保護衣の着用

の徹底を指導します。

（イ）死傷災害の約半数は第三次産業で発生していることから、「働く人に安全で安心な店舗・

施設づくり推進運動」などを展開します。

（ウ）死傷災害で最も多く発生しているのは転倒災害です。転倒災害は業種を問わず発生してい

ることから、引き続き「STOP！転倒災害プロジェクト」や冬季に特有の積雪・凍結に起因

する転倒災害防止対策を労働災害防止団体等と連携して効果的に展開します。
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イ　産業保健活動、メンタルヘルス対策

引き続き、産業医・産業保健機能の強化、長時間労働者に関する情報の産業医への提供の義

務化等の制度改正等を周知し、産業保健活動の促進を図ります。また、ストレスチェック制度

を含むメンタルヘルス対策の取組が促進されるよう、労働者の心の健康の保持増進のための指

針の周知・指導等を行います。

ウ　化学物質等による労働災害防止対策

化学物質の取扱い事業場に対し「ラベルでアクション」をキャッチフレーズに、ラベル表示

と安全データシート（SDS）の入手・交付の徹底を図るとともに、リスクアセスメントの実施

及びリスク低減対策に取り組むよう指導を行います。

また、建築物の解体作業については、石綿障害予防規則及び技術上の指針に基づく作業の徹

底を図ります。

２　パートタイム・有期雇用労働法及び改正労働者派遣法の施行への対応

法改正により、いわゆる同一労働同一賃金については、派遣労働者及び大企業にあっては令和

２年４月、中小企業は令和３年４月の適用となります。法の適正な履行確保に向けて、事業主に

対する制度の周知と導入への取組を支援することが必要です。

事業主を対象とした説明会の開催及び各種セミナーにおける説明など、あらゆる機会を通じて

周知徹底を図り、導入への取組手順書や業界ごとの特性を踏まえた導入支援マニュアルを活用

し、改正内容の履行確保を図ります。

また、「島根働き方改革推進センター」において、中小企業等に対するアウトリーチ型支援、

出張相談等のきめ細かな相談支援が行えるよう協力・支援していきます。

３　職場におけるハラスメント撲滅対策の集中実施

職場におけるパワーハラスメント、セクシュアルハラスメント及び妊娠・出産、育児休業等に

関するハラスメントは労働者の尊厳を傷つけるとともに働く人の能力発揮の妨げとなり、企業に

とっても職場秩序や業務遂行への悪影響が生じ、生産性の低下を招く可能性があります。

このことから、職場におけるハラスメント対策を総合的に推進する必要があり、事業主に対し

て一体的なハラスメント防止のための体制整備を促し、関係法令の周知徹底を図るとともに、適

切な指導を行い、履行確保を図ります。

労働施策総合推進法の改正により、大企業は令和２年６月からパワーハラスメント防止措置が

義務化されたところであり、説明会の開催等あらゆる機会を通じて、改正法やパワハラ指針の内

容等の周知徹底を図ります。

パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント等の職場のハラスメント撲滅の気運向上を目

的として、12月の「職場のハラスメント撲滅月間」に集中的な広報や特別相談窓口の設置等の

取組を行います。

４　労働関係紛争の早期解決の促進

いじめ・嫌がらせや労働条件等のあらゆる労働問題に関してワンストップサービスで対応する

ため、総合労働相談員の資質向上等により総合労働相談コーナーの機能を強化するとともに、労

働局長による助言・指導の効果的な実施や紛争調整委員会によるあっせんの迅速な対応等により

個別労働紛争の早期の解決を促進します。
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５　治療と仕事の両立支援

島根県地域両立支援推進チームの活動を通じ、県内の関係者（島根県、医療機関、労使団体、

産保センター等）と連携し、「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」

及び企業と医療機関の連携のためのマニュアルの周知を図ります。また、産保センターが実施す

る両立支援に関する相談、研修講師の派遣、両立支援コーディネータ－の養成等の各種支援につ

いて利用促進を図ります。
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１　ハローワークマッチング機能の強化

⑴　職業紹介業務の充実強化による効果的なマッチング機能の推進

求職者数が減少傾向にある中、就職に至る過程として十分な職業相談件数、紹介件数を確保

するため、ハローワークの支援が必要な求職者に対して、求職者担当者制などによる積極的な

マッチングや刷新されたハローワークシステムの活用などにより、相談窓口への誘導強化を図

るなどきめ細やかな就職支援を行います。

また、人手不足が深刻化している状況において、求人者の人材ニーズに適合する求職者を探

索するとともに、正社員求人への転換を働きかけるなど、応募しやすく充足しやすい求人票の

提案のほか、ミニ面接会や事業所訪問による企業ニーズの詳細な把握に努めるなど、充足支援

の一層の強化を図ります。

⑵　地方自治体等と連携した地域雇用対策の推進

雇用対策協定及び実施計画が、地域の新たな課題にも対応できるよう、島根県と調整を進め、

雇用対策協定及び実施計画の内容の充実を図ります。また、島根県、松江市及び江津市との間

で行っている、国が行う無料職業紹介等と地方公共団体が行う業務の一体的実施の取組を推進

します。

島根県が行う「地域活性化雇用創造プロジェクト」に協力・連携し、地域特性を活かした良

質で安定的な雇用の場の確保や人材育成を推進します。

２　就職氷河期世代支援プログラムに基づく施策の推進等

⑴　プラットフォームの設置

就職氷河期世代への支援に係る課題やニーズについての認識を共有し、今後の支援策等につ

いて意見交換することを通じて、官民が協働して就職氷河期世代の支援に関する社会の関心を

高め、社会全体で取り組む気運を醸成し、支援の実効性を高めるため、「しまね就職氷河期世

代活躍支援プラットフォーム（仮称）」を設置し、地方自治体等と連携して、地域における取

組を推進します。

⑵　ハローワークにおける専門窓口の設置、専門担当者のチーム制による一貫した伴走型支援

不安定な就労状態にある方一人ひとりが置かれている複雑な課題・状況に対応するため、ハ

ローワーク松江に就職氷河期世代専門窓口を設置します。その上で、専門担当者によるチーム

を結成し、求職者とともに個別に作成した支援計画に基づき、キャリアコンサルティング、生

活設計面の相談、必要な能力開発施策へのあっせん、求職者の適性・能力等を踏まえた求人開

拓、就職後の定着支援まで一貫した支援等を実施するとともに、就職氷河期世代に限定した求

人や就職氷河期世代の応募を歓迎する求人を積極的に確保することにより、就職氷河期世代の

方々に対する総合的な支援を実施します。

第２　人材確保支援や多様な人材の活躍促進、人材投資の強化
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４　高齢者の就労促進

⑴　高齢・障害・求職者支援機構等と連携のうえ高年齢者雇用の必要性や重要性等を広く周知

し、高年齢者が年齢に関わりなく働き続けることができる生涯現役社会の実現に向け取り組み

ます。

　　また、ハローワークの「生涯現役支援窓口（松江所・浜田所・出雲所に設置）」等において

65歳以上の高齢者が活躍できる求人の開拓等を実施し、高齢者の再就職支援に取り組みます。

⑵　「高齢者活躍人材育成確保事業」を実施し、シルバー人材センターにおけるシルバー派遣事

業等の活用や会員の拡大等の取組を支援します。

　　また、地方自治体等に対して、高齢者の就業を促進する「生涯現役促進地域連携事業」を周

知し、事業実施地域の拡大に努めます。

３　新卒者等への正社員就職の支援

ユースエール認定制度について、県内において知名度の高い中小企業、雇用管理の優良な中小

企業等を重点に、認定取得勧奨を積極的に行うとともに、新卒者をはじめとする若年者に対し、

同制度及び同認定企業に関する積極的な情報発信や重点的なマッチング等に取り組みます。

新卒応援ハローワーク等において、学校への定期訪問を行い、学生・生徒の多様なニーズに応

じた担当制によるきめ細かな就職支援、就職後の定着支援等を行います。
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５　女性の活躍推進

事業主が届け出ている一般事業主行動計画に基づき、企業において確実な取り組みがなされる
よう助言等し、改正女性活躍推進法の実効性の確保に努めます。
改正法等により令和２年４月から、一般事業主行動計画の届出義務企業（常用雇用労働者数

301人以上の企業）について、令和２年４月１日以降を始期とする行動計画を策定する際、従前
の目標設定等が変更となること、令和２年６月からは行動計画の情報公表数に変更が生じること
に関して、届出義務企業が確実に履行できるよう、周知、助言等を実施します。
また、令和４年４月１日から、一般事業主行動計画の届出義務企業が、常用雇用労働者数101

人以上の企業へ対象を拡大することを周知します。併せて、両立支援等助成金（女性活躍加速化
コース）の広報等を展開し、同助成金の活用を促すこととします。
さらに、「えるぼし」認定及び新たに創設された「プラチナえるぼし」認定について、認定の

メリットを周知しながら取得促進を図ります。

６　障害者の就労促進

⑴　公務部門に対して支援メニューの周知とともに障害者の採用や職場定着に関する相談援助や
支援等を実施し、公務部門における障害者雇用を推進します。

　　また、島根障害者職業センターや障害者就業・生活支援センター等地域の関係機関と連携し、
障害者の雇用経験や雇用ノウハウが不足している企業等に対して企業のニーズに合わせた提案
型支援を提供するなど障害者の雇入れを支援します。

⑵　地域の関係機関と連携し、就職から職場定着まで一貫した「チーム支援」を実施することに
より、障害特性に対応したきめ細かな就労支援に取り組みます。

　　また、「精神・発達障害者しごとサポーター養成講座」を実施し、職場における精神障害者・
発達障害者を支援する環境づくりを推進します。
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７　外国人材の受入れ環境整備

⑴　事業主に対して、外国人の雇用状況届出制度や外国人雇用管理指針の周知・啓発、雇用管理

セミナーの開催及び外国人雇用管理アドバイザーの派遣等による雇用管理の確保に向けた相

談・指導等を実施し、外国人材の安定した就労と職場定着の促進を図ります。

⑵　職場における日本語コミュニケーション能力の向上、ビジネスマナーや雇用慣行等に関する

知識を付与する「外国人就労・定着支援研修」を出雲市において実施し、定住外国人求職者等

の安定的な就労と職場定着の促進を図ります。

⑶　ハローワーク出雲に設置している「外国人雇用サービスコーナー」にポルトガル語通訳員を

配置するほか、全国のハローワーク窓口から利用が可能な多言語コンタクトセンター等を活用

し、外国人求職者に対する多言語相談支援の円滑化を図ります。

８　人材開発施策の活用

ハロートレーニングをはじめとした人材開発施策全体の認知度及び関心度向上のため、「ハ

ロートレーニングメディアツアー（報道機関向けの公的職業訓練説明・見学会）」を開催するな

ど、人材開発施策のさらなる周知・広報に努めます。

また、地域における求職者の動向や訓練ニーズを的確に把握し、公的職業訓練に係る総合的な

計画（島根県職業訓練実施計画）を島根県及びポリテクセンター島根と連携して策定します。






